
最新海外事情レポート  |  第 43 号  1 

 

 

 

 

 昨年 10 月 31 日、タクシン元首相の恩赦・帰国を可

能とする恩赦法案成立を阻止するために始まった反政

府デモは 6 ヶ月以上が経過した今も規模を縮小しつつ、

続いている。年明け 1 月 13 日に行われた「Bangkok 

Shutdown」で設置された市内のデモ拠点はすでに撤去

され、最近、最後の拠点であったバンコク都内のルン

ピニ公園の拠点も撤去された。現在は、首相府を中心

としたエリアに反政府デモ隊が活動拠点を集中させ、

活動を続けている。他方、赤シャツグループは、チャ

オプラヤ川以西のエリアに集結し、反政府デモをけん

制しつつ、集会を開催している。双方のグループ内で

統制が取れている集団以外に過激分子が存在し、彼ら

が膠着したこの状態を打破すべく、勝手に先鋭化して

いくことが懸念されている。 

 

  

 実際、時折、自動小銃による発砲事件や爆弾事件も

起こっており、最近も反政府デモの活動地域で爆弾事

件が発生し、死傷者が出た。 

  

 

 

 基本的にデモ隊の活動エリアに近づかなければ、生

活する上ではそれほど重大な危険は感じられない。企

業活動も、製造現場はバンコクから離れた場所に立地

していることもあり、直接的な影響はあまり見られな

い。しかし、訪タイ観光客、特に団体客の減少、購買

意欲の低下など、様々な要因で景気は下降傾向だ。  

 当所が 4月に実施した緊急調査でも、「長期化」や「自

社の業況」について懸念する声が非常に多くなってい

る。「いつ、どのように収束するかわからない」という

先行き不透明感を、完全に払拭できる決め手が見えず、

漠然とではあるが、この混乱はさらに長期化する危険

性がある、というのが現状の一般的な感覚である。 

 民主的に選ばれた政権が、どうしてこういうことに

なってしまうのか。日本でもいろいろと解説が加えら

れているだろうが、国を支える権力構造が複雑でバラ

ンスを欠くのが理由の一つと思っている。タイでも三

権分立をとっているが、例えば、司法から行政に対す

る強力な権限はあるものの、行政から司法へはきわめ

て弱いように見える。実際、司法に属する憲法裁判所

が行政の決定を覆す場面を何度も目にしている。「労働

者の最低賃金には何が含まれるのか」というような問

題でも、実質的には司法の判断で内容が決まる、とい

うシステムになっている。 

 他にも国民が崇拝する王室、王室が敬う僧侶、僧侶

を取り締まる機関など、様々な組織が各々のミッショ

ンを背負いながらタイの政治や経済、社会の運営を担

っている。よく「タイ式民主制度」という単語を耳に

するが、先進国の一般的な民主制度の尺度では全く理

解ができない現実がここにはある。ただ、Democracy

は ism ではない。国民が納得して選択し、そして決定

する「手続き」であれば、タイ式であろうが欧米式で

あろうが、尊重されるべきではないだろうか。これが

タイという異国の地で生活させていただいている我々

外国人の基本的な立ち位置だと思う。 

（盤谷日本人商工会議所 事務局長 石井 信行） 

タイでの政治混乱が続く（バンコク） 
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オーストラリアは、南半球に位置し、日本の成田空

港からオーストラリア経済の中心都市、シドニーまで

は飛行機で約 9 時間の距離である。世界 6 大陸の１つ

で、最も小さな大陸である。オーストラリアと日本と

は、赤道をはさんでほぼ対称の真南の位置にある。シ

ドニーは南緯 33゜57´で北半球では福岡(北緯 33゜

35´)と同程度、またメルボルンは南緯 37゜49´で、

福島(北緯 37゜45´)と同程度の緯度となる。 

 このオーストラリアと日本との関係で最も結びつき

が強いのが貿易面といわれている。日本にとって、オ

ーストラリアは世界で 4 番目の貿易相手国であり、オ

ーストラリアにとって、日本は第 2 位の貿易相手国で

ある。日本からオーストラリアへは乗用車の輸出が最

も大きく、オーストラリアから日本へは石炭や鉄鉱石

などの資源が大半を占めている。 

 このように日豪の関係は、貿易面での強い結びつき

から語られたり、論じられたりすることが多いのだが、

今回は、オーストラリアにおける日系人・日本人につ

いて概要を記述させていただきたい。 

 オーストラリアにおける日系移民は、1880年代から

始まり、戦前は主に北オーストラリアのブルームで真

珠の養殖に従事する海女が代表的な日系移民であった。

現在でも、ブルームには日本国外では最大と言われる

日本人墓地が存在している。 

 その後、第 2 次世界大戦中には、敵性民族とされ日

系人は抑留、国外追放された。大戦後には、連合国軍

の一員として広島に駐留したオーストラリア兵と結婚

した日本人のいわゆる戦争花嫁が、1950年代にオース

トラリアへ移民していった。 

 1960年代以降は、日豪間は貿易上、重要な相手国と

なり、日系移民の人口は増え続け、現在、出生国別人

口で 5 万人を超えると言われている。しかし、オース

トラリアにとって、この日系人の人口が多いとは言い

難く、実は国別でトップ 15にも入っていないマイノリ

ティーである。オーストラリアの人口は約 2,346 万人

（2014 年 4 月 18 日現在、オーストラリア統計局

Population Clock の推計）であるが、そのうち、オー

ストラリア国外で出生した同国の住民の割合は、全人

口の 27.7％（2013 年 6 月 30 日現在、オーストラリア

統計局）に上る。移民国家と言われているアメリカ合

衆国でさえ、2007 年現在で、国外で生まれた移民は

13.6％（OECD In Figures 2009、OECD）であり、日本

は 1．7％（同上）に過ぎない。 

 一方で、在留邦人の人口は、78,664人（外務省海外

在留邦人数統計・平成 25年版）であり、日本から見て、

国別の在留邦人数では、1位のアメリカ合衆国、2位の

中華人民共和国に次いで、第 3 位となっている。都市

別在留邦人数では、シドニーが 26,260 人（同統計・平

成 24 年詳細版）で、第 6位となっている。 

オーストラリアは日本人が世界で 3 番目に多く暮ら

している国という意味で、日本にとって重要な国だと

言える。第 1 位のアメリカ合衆国では、駐在員や留学

等の長期滞在者が 249,683 人、永住者が 161,290 人で

在留邦人の約 6 割が長期滞在者、第 2 位の中国では、

長期滞在者が 147,863 人、永住者が 2,536 人で、実に

9 割 8 分以上が長期滞在者であるのに対し、オースト

ラリアは、長期滞在者 34,333 人、永住者が 44,331 人

と、永住者の割合が長期滞在者よりも多い（同統計・

平成 25年要約版）。 

この背景としては、長期滞在者の中でも駐在員の派

遣人数が減ってきていることで相対的に永住者の割合

が増えてきていることが、主な要因とされている。駐

在員派遣数の削減については、各社の事情によって異

なるが、大勢としては、全般的に、物価水準が東京よ

りも高いとされていることや、2012 年 10 月に連邦政

府によって実施された駐在員に対する遠隔地手当への

免税措置の廃止による駐在員コストの増加を理由とし

ているところが多いようである。 

 

（シドニー日本商工会議所 事務局長 八田 城之介）  

オーストラリアの日系人・日本人の現況（シドニー） 

順位 国名 邦人数 順位 都市名 邦人数
1 アメリカ合衆国 410,973 1 ロサンゼルス都市圏 70,629
2 中華人民共和国 150,399 2 上海 56,481
3 オーストラリア連邦 78,664 3 ニューヨーク都市圏 54,885
4 英国 65,070 4 大ロンドン市 36,717
5 カナダ 61,854 5 バンコク 35,935
6 ブラジル連邦共和国 55,927 6 シドニー 26,260
7 タイ王国 55,634 7 シンガポール 26,032
8 ドイツ連邦共和国 38,740 8 バンクーバー 23,847

※2012年10月1日現在 ※2011年10月1日現在
※出典：外務省在外在留人数統計（平成25年要約版） ※出典：外務省在外在留人数統計（平成24年版）

●在留邦人数の国別総数 ●在留邦人数の都市別総数


